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メタン発酵バイオガス発電事業の特徴

・バイオガス発電は、廃棄物処理に付随する場合がほとんどであり、日々、食品残さや家
畜排せつ物等を収集し、メタン発酵により、エネルギー・マテリアル利用に繋げている。

・国内におけるバイオガス発電設備の容量は、平均すると１設備約400kW程度であり、ほ
とんどが2,000kW以内であり、地域に密着した安定的に電気を供給できる施設である。

・バイオガス発電施設建設にあたっては、計画、地元合意、許認可、建設工事など、完成
までのリードタイムが長い。

・FITにおけるバイオガス発電施設は、2022年3月末時点で新規認定が306件、137.6MW、
新規導入が228件、81.6MWであり、年度ごとに認定施設が15～50件増加しており、
FIT制度による促進効果が認められる。 FIT認定には地域活用要件が設定されている。
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メタン発酵バイオガス発電の新規認定状況

適正なスピードで導入が進んでいる。

出典：固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary

注）「新規」とはFIT制度ができてからの累計という意味。
注）認定容量は、バイオマス比率を考慮したもの。
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2022年3月末 2021年３月末 2020年３月末 2019年３月末 2018年３月末

導入件数 228 210 186 156 127

導入容量(kW) 81,586 71,833 63,580 52,922 40,670

認定件数 306 257 228 220 205

認定容量(kW) 137,570 107,807 86,100 83,678 77,962



論点への見解と要望

１．メタン発酵バイオガス発電は、有機性廃棄物の適正処理のため、地域と共生しな
がら案件形成を行い、安定的に電気を供給できる電源である。

２．資本費（建設費）は、施設建設がオーダーメイドで、建設資材の高騰から増加傾向
にある。調整力確保、出力制御、ブラックアウト対応のためには設備費が増加する。
一方、小型でコンパクトなプラントも開発されてきている。

３．脱炭素、資源循環の機運の高まりも踏まえ、混合利用の案件形成が増えてきてい
る。エネルギー獲得につながる一方、前処理のための経費が増加している。運転
維持費の算定には、前処理で分離される異物処理費の計上が必要である。

４．ノンファーム型接続においては、出力制御機器が必要であるが、バイオガス発電
側が実用可能な技術仕様書が整うのを待っているところである。出力制御が年に
何日発生し、１日のうちで何時間くらいが対象となるのか、出力制御の割合がどの
くらいに指示されるのかによるが、出力制御機器の整備に加え、周辺設備の規模
を大きくする必要があり、コスト増は避けられない。

５．2023年度から調達価格・基準価格が引き下げられ、FITでの認定を受けられる規模
が2,000kW未満に下げられることになっている。安定電源であるバイオガス発電の
導入拡大、時間のかかる案件形成に向けての予見性確保のために、2024年度以
降の調達価格・基準価格、FIT/FIPの要件や区分については、しばらくの間、維持
していただきたい。
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適正な導入と運営に向けた関係者の取組

国民負担の抑制、より望ましい地域との共生、事業収益性の確保
のため、関係者が協力して、以下のような対応を進めている。

１．共通課題の洗い出しとその克服に向けた方策
２．混合利用のケーススタディ
３．出力制御の方法論
４．FIT/FIPによる買取終了後に自立できるビジネスモデル
５．バイオガスの直接利用、熱利用、バイオ液肥の効率的利用
６．長寿命化のあり方

あわせて、知見を有する者が講師となっての人材育成事業等を
実施している。
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混合発酵、前処理追加による
エネルギー生産量の増大

メタン発酵
施設

バイオマス産業都市等に
おけるメタン発酵
システムの調査分析

ICT活用による
運転管理費の削減

ライフサイクルGHGs
排出量の算出

消化液

地域経済活性化と地域レジリエンス強化に資するビジネスモデルの作成

地域資源を持続的に活用した自立分散型エネルギーシステムの構築、脱炭素化、
地域防災力の強化、廃棄物処理施設の社会的受容性向上等の環境・産業政策に貢献

地産地消型メタン発酵システムが牽引する地域循環共生圏

災害時にも安心感のあるエネルギーシステム

ブラックアウト対応

ブラックスタート・出力制御・災害時を想定した
地域での電気・熱活用

調整力強化のための施設設計

非常時の地域電源

地域の産業や施設での熱利用（蓄熱・搬送）

アグリゲータ、
地域新電力と
の連携の検討

固分の敷料利用

2050年カーボンニュートラル、エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、
みどりの食料システム戦略、グリーン成長戦略、カーボンプライシング、
地域循環共生圏、脱炭素先行地域、地域エネルギーマネジメント、人材育成
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事業規律の維持、運転維持費の削減、設備利用率向上に向けた取組

以下のガイドラインや技術指針を参考に、適切な案件形成、人材育成を実施：

〇資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン（バイオマス発電）」（毎年度更新）

<https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fi
t_2017/legal/guideline_biomass.pdf>

適正な事業実施のための措置が、企画立案、設計・施工、運用・管理、地域活用に関
する事項、撤去及び処分に分けて示されている。これを遵守することが基本である。

〇NEDO「バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針」（2022）

<https://www.nedo.go.jp/library/biomass_shishin.html>

〇資源エネルギー庁「メタン発酵バイオガス発電における人材育成」事業（2021年度）

教材テキストと研修カリキュラム案を作成。運転管理上の課題と対策を整理。

〇日本有機資源協会による人材育成事業（リーダーやコーディネータの育成を含む）、

書籍「メタン発酵システム～基礎から実務まで知り尽くす～」の発行（2023年3月）
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（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/methane_text.pdf）8
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第78回調達価格等算定委員会（2022年10月12日開催）で示された論点
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令和４年度以降の調達価格等に関する意見
(調達価格等算定委員会、2022年2月4日)

▎決定事項

‣ 2023年度の調達価格・基準価格

（メタン発酵バイオガス発電の場合：35円/kWh）(20年間）

‣ 2023年度のFITでの地域活用要件

1）規模が2,000kW未満

2）①自家消費・地域内消費

②地方公共団体の名義の取り決めにおいて災害時に電気や熱が

地域内で活用されること

③地方公共団体自らによる事業実施または出資のいずれかを満たすこと

‣ 2023年度の調達価格・基準価格における想定値の変更

▎注目情報

‣資本費、運転維持費、設備利用率に関する分析

・500ｋＷ未満の「原料混合」に着目して想定値を設定

‣ FIPへの移行の促し
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(再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第４５回）、2022年9月20日使用より抜粋）
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（資源エネルギー庁作成資料より抜粋） 13


